
和光市自主防災組織活動事業費補助金交付要綱

制定 平成１７年５月３１日告示第８６号

改正 平成１８年５月２３日告示第７３号

改正 平成２０年３月２７日告示第４５号

改正 平成２５年３月２９日告示第４９号

改正 平成２７年４月 １日告示第６８号

改正 令和 ３年４月 １日告示第３８号

（趣旨）

第１条 この告示は、市民の自主的な防災活動の促進を図るため、自治会等を単位とした

組織（以下「自主防災組織」という。）の防災活動に対し、予算の範囲内において和光

市自主防災組織活動事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、

必要な事項を定めるものとする。

２ 補助金の交付に関しては、和光市補助金等の交付に関する規則（昭和３８年規則第８

号）に定めるもののほか、この告示に定めるところによる。

（補助対象組織）

第２条 補助の対象となる組織は、市内に住所を有するおおむね２０世帯以上で構成され

る次に掲げる自主防災組織とする。

自治会を単位とするもの

その他市長が特に認めるもの

（補助対象事業）

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる事業と

する。

防災に関する訓練を行う事業及び防災知識を普及するために行う事業（以下「防災

訓練・啓発事業」という。）

別表に定める防災資機材の購入及び修理等を行う事業（以下「防災資機材整備事

業」という。）

（補助金の額）

第４条 自主防災組織への補助金の額は、次の表の左欄に掲げる事業の区分に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる額とする。

補助対象事業 補助金の額及び補助限度額

防災訓練・啓

発事業

当該事業に要する経費の額、１５０円に当該自主防災組織の世帯数

を乗じて得た額又は１０万円のいずれか少ない額

防災資機材整 当該事業に要する経費の額に４分の３を乗じて得た額又は１５万円



２ 前項に規定する補助金の額の算定基礎となる世帯数は、毎年４月１日現在のものとす

る。ただし、年度途中に設立の届出をした自主防災組織については、当該届出をした日

における当該自主防災組織の世帯数とする。

（自主防災組織の設立等）

第５条 自主防災組織を設立したときは、その代表者は、和光市自主防災組織設立届（様

式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に届け出なければならない。

組織の規約

組織を構成する世帯の名簿（自治会を単位とする組織以外の組織に限る。）

２ 自主防災組織の代表者は、次に掲げる事項に変更があったときは、速やかに市長に届

け出なければならない。

組織の代表者

組織の規約

（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする自主防災組織は、補助金を受けようとする年度の

９月末日までに、和光市自主防災組織活動事業費補助金交付申請書（様式第２号）によ

り市長に申請しなければならない。

２ 前項の規定による申請（次条において「交付申請」という。）は、第３条各号に掲げ

る補助対象事業の区分ごとに同一年度内において１回限りとする。

（補助金の交付決定）

第７条 市長は、交付申請があった場合は、その内容を審査し、補助金の交付を決定した

ときは、和光市自主防災組織活動事業費補助金交付決定通知書（様式第３号）により当

該交付申請をした自主防災組織に通知するものとする。

（実績報告）

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた自主防災組織は、補助対象事業が完

了したときは、和光市自主防災組織活動実績報告書（様式第４号）に必要な書類を添え

て市長に報告しなければならない。

２ 前項の規定による報告は、第３条各号に掲げる補助対象事業の区分ごとに行うことが

できる。

（補助金の交付額の確定）

第９条 市長は、前条の規定による報告の内容が適正であると認めたときは、補助金の交

付額を確定し、和光市自主防災組織活動事業費補助金交付額確定通知書（様式第５号）

により当該報告をした自主防災組織に通知するものとする。

２ 市長は、前項の規定による通知をしたときは、速やかに補助金を交付するものとする。

（書類の保管）

備事業 のいずれか少ない額



第１０条 補助金の交付を受けた自主防災組織は、当該補助金に係る証拠書類を当該補助

金の交付を受けた日の属する会計年度の翌年度から５年間保管しなければならない。

（助言、指導等）

第１１条 市長は、自主防災組織に対して、補助対象事業の適正な実施に必要な助言、指

導等を行うことができる。

（その他）

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が定める。

附 則

この告示は、公布の日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。

附 則（平成１８年告示第７３号）

この告示は、公布の日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。

附 則（平成２０年告示第４５号）

この告示は、平成２０年４月１日から施行する。

附 則（平成２５年告示第４９号）

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則（平成２７年告示第６８号）

この告示は、公布の日から施行する。

附 則（令和３年告示第３８号）

この告示は、令和３年４月１日から施行する。

別表（第３条関係）

備考

１ 家庭用スプレー消火器の購入及び廃棄に係る費用は補助対象外とする。

２ 購入した資機材は個人貸与をせず、通常時はまとめて保管し、災害時及び訓練

時にのみ使用すること。

種別 品目

倉庫 防災用資機材倉庫

救出・救護・避

難用具

ブルーシート・テント・担架・車椅子・リヤカー・発電機・ガソリ

ン携行缶・投光器・災害用トイレ用品

給食用具 鍋・かまど・コンロ・備蓄燃料・調理器具・食器

初期消火用具
バケツ・消火器(詰替えを含む。)・可搬式ポンプ・スタンドパイプ

・消火ホース

医薬品・感染症

対策

救急箱・備蓄医薬品・マスク・フェイスシールド・手袋・アルコ

ール消毒液

その他 市長が必要と認めるもの



３ 種別の項のうちその他に該当する物品の購入を検討する場合は、市長と事前に

協議し、許可を受けること。


